
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人日本市民スポーツ海外交流協会

1 事業の成果
。国内では、昨年に引き続き「JSIEマ ラソン教室」、「熟年ランニングスクール」や 「北海道
マラソン教室」への講師派遣を継続実施したが、新型コロナウイルス感染拡大の影響で参加者は

大幅に減少した。

・海外では、継続事業として「メルボルンマラソン日本事務局」を運営したが、新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響でオース トラリアヘの渡航ができなかった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 1,483  】千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

講習会、セ ミ
ナー、各種ス
ポーツ教室の
企画・運営 と
その開催に関
する事業

「ISIEエ コノミカル
ランニング教室」を 24回
開催 した。

令和 3年

4月 ～令

和 4年 3

月

皇居周回

コ ー ス

2人
教室参加

者

延 べ 80
人

665

「熟年ランニングスクー
ル」を 50回開催 した。

令和 3年

4月 ～令

和 4年 3

月

皇居周回

コー ス
2人
スクール

参加者

延べ 250
人

講師、指導者
の派遣に関す
る事業

「北海道マラソン教室
講師を派遣した。

」|

令和 3年

11月 20

日

札幌市中

島体育セ

ンター&
豊平川河

川敷

3人
教室参加

者
50人 140

海外の国や州
のみならず、
各地域のスポ
ーツクラブと
の交流の支援
事業

実施 しなかった。 0

海外派遣のた
めの企画・運
営事業

メルボルンマラソン日本
事務局を運営し、参加者の
募集を行った。

令和 3年

4月 ～令

和 3年 8

月

メルボル

ンマラソ

ン日本事

務局

1人

メルボル

ンマラソ

ン参加者

0人 678
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収
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(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 0  】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

スポーツツー

リズムに関す

る事業

実施しなかった。

0

スポーツに関

する用品 。用

具の開発 と販

売に関する事

業

実施 しなかった。 0



書式第 13号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

民スポーツ 交 会

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
特定非 申| 法人日本

101,000正会員受取会費
賛助会員受取会費

2曼

櫻 実評価益
2.αЮ,αЮ

2,O00,000
|

● 彙取助咸●●
受取補助金

4 事彙収益                              |
(1)講習会.セ ミナー、各種スポーツ教室の企画・運営とその開催に関する
(2)講師.指導者の派遣に関する事業
(3)海外の国や州のみならず .各地域のスポーツクラブとの交流の支援事業
(4)海外派遣のための企画・運営事業

|

661.000
138.480
0
0

7".4Ю

5 その他の収奎
受取利息

21

29`p.■ ,1
用

0

0

89,208
0

110,000
9,924
0

751.423
23,177
550
39,900
0

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

33,250
14.410
210,524
0

35,165
0

0

□ 1.532.970
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(2)その■田E費
消耗品費
会議費
旅費交通費
販売経費
広告宣伝費
通信費
業務委託費
諸謝金
保険料
支払手数料
雑費
寄 付 金

1.024.:● 2

(1)人件■
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生着

(2)その個 眼
消耗品費
会議費
旅費交通費
印紙代
通信費
支払手数料
雑 ■

劉 ,319

4.Xl●
``|:



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本市民スポーツ海外交流協会

2
1

そ(3)

(2)

現金預金

未収金

3,292,398
58,724

車両運搬具
什器備品

敷金
長期貸付金

ソフ トウェア

借地権

【A】 資 産 合 計 ①+② 3.351,122

21 9

2

1

B-1

未払金

前受金

特別損失

177,954
33,000
0

長期借入金
退職給付引当金

B-2 正 の

正

正

2,121,793.
1,018,375.

3.140.168

3,351,122【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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令和 3年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本市民スポーツ海外交流協会

NPO法人会計基準協議会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正
によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし。
(2)固 定資産の減価償却の方法
該当なし。
(3)引 当金の計上基準
該当なし。
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし。
(5)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は。税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況
円

講習会、セ

ミナー、各
種スポーツ

教室の企画
運営とその

開催に関す
る事業

講師、指導
者の派遣に
関する事業

海外の国や
州のみなら
ず、各地域
のスポーツ
クラブとの

交流の支援
事業

海外派遣の

ための企

画・運営事
業

事業部門計 管理部門 合計科 目

1,087,839
661,000 138,480

912,161
0

0

0

2,000,000
799,480

0

101,000

21

101,000
0

2,000,000
799,480

21

1,748,839 138,480 912,161 2,799,480 101,021 2,900,501

601,423
23,177

39,900

87,888

1,800

50,000

110,000

8,124
0

100,000

550

1,320

0

0

89,208
0

110,000
0

9,924
0

751,423
23,177
550

39,900
0

33,250
14,410
210,524

35,165

33,250
14,410
299,732
0

110,000
0

45,089
0

751,423
23,177
550

39,900
0

293,349 1,317,531664,500 139,688 219,994 1,024,182
219,994 1,024,182 293,349 1,317,531664,500 139,688

1.582,9701,084,339 -1,208 0 -192 328692 167 ] 四□ 四B

1 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
消耗品費
会議費
旅費交通費
販売経費
広告宣伝費
印紙代
通信費
業務委託費
諸謝金

保険料
支払手数料
雑費
寄付金

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

…



内容 金額 算定方法

4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単 円

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以 ドの通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

円

7

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

△  ■
「
1口 [

科 日 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
車両運搬具

什器備品
無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高科 目

合計

科 目
計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

8

特になし。



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本市民スポーツ海外交流協会

金   額 」ヽ   言十 合   計

3,292,398

58,724
5,0001

2
1

0

三菱UFJ銀 行中野駅前支店普通預金 36 279

50 000'スンニン

2 形

未収金

ソ フ

の3
付金

現金預金
手元現金
ゆうちょ銀行普通預金
三菱UFJ銀 行神保町支店普通預金

42,177
189,136
3,024,806

2,4991

1,2251

令和2年度年会費 (1名 )
JSIEコバーランニング教室傷害保険料返金
熟年ランニンク

・スクール傷害保険料差額返金

車両運搬具

事業用車両

什器備品
パ ソコン

Yz l)-7
A-<V*'"/ 3 >'>77A

【A】 資 産 合 計 ①+② 3.351.122

10.

177,954

長期借入金

2

0

1

33, 0001

ンニン
｀
ス ―ル 33 000

-1

未払金

前:」il準
|;;1)'7(ラ

`ク

か り舞ら螢iタッフ料. ′、/′ ′不,r

33,699
144,255

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 210.954

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 3,140,168

藤  の  3

F:I]

の  3



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度 年間役員名簿 (■●0年凛におい、長■でおoたことがおも全■●罠
`晨`奎
薔ヌは■府菫

`t●

これらの■について0■事■年底における●口0■●
=■
■した名

")菫島日壼匠島型咀 」」塾」
=2渥
111譴画全

1 確認事項 (法第20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 監事
!.?=y irel 令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年  月  日

年  月  日山西 哲郎

2 事

ウサミ  アキオ

宇佐美 彰朗

令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年   月 日

日年 月

3 監事理 事

マエカワ  ヨウイチ

前河 洋一

令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年

年

月

月

日

日

4 監事

ホハ
゛
ラ

保原

サチオ

幸夫

令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年  月  日

年  月  日

5
/´
｀
ヽ

く理多メ監事
スス'キ  ヨシオ

鈴木 良雄

令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年 月

月

日

日年

6 監事

イワヤマ  カイト

岩山 海渡

令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年

年

月   日

月   日

7 監事

モリカワ サタ
゛
オ

森川 貞夫
令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年:   月   日

年  月  日
前河 洋一

8 監事

ヒカ ゙ マサキ

比嘉 正樹

令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年=   月   日

年 月 日

9 監事

クロタ
ヾ
  シン 令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年  月  日

年  月  日黒田 伸



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

10 監事

コバヤシ  ヒトシ

小林 均

令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年

年

月

月

日

曰

11 監事理 事

イクだミ タカノリ
¨  ~ ~~~~‐   ‐  ‐

池上 孝則 

令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年 月

月

日

日年

12 監事

スカ
゛
ワラ ヨシヒロ

菅原 由大

令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年

年

月   日

月   日

13
′
´~｀
ヽ

理事 、ヽ覧多
'

タカハシ  シンイチ
|

-1

高橋 慎

令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年   月 日

日年 月

14
´
´ ~ヽ

理事 覧ヽ多ノ
nY" a :\l

真島 由香

令和

令和

3年 4月  1日

3月 31日4年

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_旦杢」[1旦2立生
=12歯
堕」ヒ」≧」壺協全

氏    名

1
山西 哲郎

2 宇佐美 彰朗

3 前河 洋一

4 保原 幸夫

5
鈴木 良雄

6 岩山 海渡

7 森‖1 貞夫

8
比嘉 正樹

9 黒田 伸

10
小林 均

11
池上 孝則

12 高橋 慎―



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

氏    名

13
菅原 由大

14
真島 由香

15
國府 靖

16
石川 裕久

17
磯野 茂

18
山本 正彦

19
進藤 充


